
  （ 平成２０ 年 ３月３１日 現在 ）

（単位：千円） 札幌工営株式会社

304,219 76,967

19,210 3,302

4,596 38,357

671 1,628

8,732 8,045

70,711 1,733

191 3,913

189,415 19,986

13

10,187 39,851

566 26,855

△ 79 12,996

55,059

35,692 116,818

31,601

396

2,807 242,453

261 28,350

625 214,103

7,087

176 207,016

146 100,000

30 107,016

19,189

2,460 評価・換算差額等 5

54 5

52

16,602 242,459

20

359,278 359,278

（注）記載金額は、千円未満を切捨てて表示しております。

固 定 負 債

資  産  合  計

純　資　産　合　計

短 期 貸 付 金

投 資 有 価 証 券

無 形 固 定 資 産

電 話 加 入 権

前 払 費 用

建 物

未 払 費 用

未 払 消 費 税 等

原 材 料

投 資 そ の 他 の 資 産

未 収 収 益

未 収 利 息

車 両 運 搬 具

水 道 施 設 利 用 権

貸 倒 引 当 金

そ の 他

繰 延 税 金 資 産

工 具 器 具 備 品

固 定 資 産

　　貸  　借　  対  　照 　 表

未 払 法 人 税 等

商 品

科　　　目 金　　　額 科　　　目

（ 負 債 の 部 ）

流 動 資 産

売 掛 金

流 動 負 債

現 金 及 び 預 金

金　　　額

（ 資 産 の 部 ）

資 本 金

役員退職慰労引当金

賞 与 引 当 金

買 掛 金

未 払 金

預 り 金

退 職 給 付 引 当 金

負 債 合 計有 形 固 定 資 産

構 築 物

機 械 装 置 　株　主　資　本

（純　資　産　の　部）

出 資 金

そ の 他

繰 延 税 金 資 産

差 入 敷 金 保 証 金

負債・純資産合計

利 益 剰 余 金

その他有価証券評価差額金

利 益 準 備 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

別 途 積 立 金

繰 越 利 益 剰 余 金



Ⅰ　重要な会計方針に係る事項に関する注記

　１．資産の評価基準及び評価方法

　（１）有価証券の評価基準及び評価方法

　　　①関連会社株式

　　　　　　移動平均法による原価法

　　　②その他有価証券

　　　　　　決算日の市場価格等に基づく時価法

　　　　　　（評価差額は全部純資産直入法により処理）

　（２）棚卸資産の評価基準及び評価方法

　　　　　　商品、原材料………最終仕入原価法

　２．固定資産の減価償却の方法

　（１）有形固定資産

　　　・平成１９年４月１日以降取得資産

　　　　　法人税法に定める定率法を採用しております。ただし、建物は法人税法に定める定額法

　　　　　を採用しております。なお、今年度は対象取得資産はありません。

　　　・平成１９年３月３１日以前取得資産

　　　　　法人税法に定める旧定率法を採用しております。ただし、平成１０年４月１日から平成１９

　　　 年３月３１日までに取得した建物は法人税法に定める旧定額法を採用しております。

　（２）無形固定資産

　　　　法人税法に定める定額法を採用しております。

　３．引当金の計上基準

　（１）貸倒引当金

　　 　債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により計上しております。

　（２）賞与引当金

　 　　従業員賞与の支給に備えるため、当事業年度に負担すべき支給見込額に基づき計上して

　　　おります。

　（３）退職給付引当金

　　 　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき

　  当事業年度末において発生していると認められる額を計上しております。

　　 　過去勤務債務は、その発生時の事業年度に一括処理しております。

　 　　経理計算上の差異は、翌事業年度に一括処理しております。

　（４）役員退職慰労引当金

　　　　役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。

　４．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

　（１）リース取引の処理方法

　　　 リース物件の所有者が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引に

　　ついては、通常の賃貸借取引に準じた会計処理によっております。

　（２）消費税等の処理方法

　　　　消費税等の会計処理は、税抜方式を採用しております。

個　　　別　　　注　　　記　　　表

平成１９年　４月　１日から

平成２０年　３月３１日まで



　５．重要な会計方針の変更
     (固定資産の減価償却方法)

      法人税法の改正(「所得税法等の一部を改正する法律　平成１９年３月３０日　法律第６号」

　　及び「法人税法施行令の一部を改正する政令　平成１９年３月３０日政令第８３号）に伴い、平

　　成１９年４月１日以降取得資産の減価償却の方法を改正後の法人税法に基づく方法に変更し 　

　　ております。

　　(追加情報）

      法人税法の改正(「所得税法等の一部を改正する法律　平成１９年３月３０日　法律第６号」

　　及び「法人税法施行令の一部を改正する政令　平成１９年３月３０日政令第８３号）を適用し、

　　平成１９年３月３１日以前取得資産で償却可能限度額まで償却したものについては償却終了

　　 した年度の翌年度から残存簿価を５年間で均等償却することとしております。

　　　当期における当該償却額は１５３千円であって、これにより営業利益、経常利益及び税引前

　　当期純利益がそれぞれ１５３千円減少しております。

Ⅱ　貸借対照表に関する注記

　１．有形固定資産の減価償却累計額

５８,９３８千円

　２．関係会社に対する金銭債務及び金銭債権

　　　　短期金銭債権 ５８,４３２ 千円

　　　　短期金銭債務 　８,５１３ 千円

　３．退職給付債務

　　　　退職給付債務 　２６,８５５ 千円

　　　　期末残高 　２６,８５５ 千円

Ⅲ　税効果会計に関する注記

　　　繰延税金資産の発生の主な原因は、退職給付引当金の否認等であり、繰延税金負債の発

　 生の主な原因は、その他有価証券評価差額であります。

　　　なお、繰延税金負債は繰延税金資産と相殺しております。

Ⅳ　１株当たり情報に関する注記

　　　１株当たり純資産額 ４,２７６円 １８銭

　　　１株当たり当期純利益 ２２１円 １２銭

Ⅴ　その他の注記

　　　貸借対照表及び個別注記表に記載されている金額 は千円未満を切り捨表示しております。
  

Ⅵ　当期純損益金額
　　　当期純利益　１２,５３８千円




